中小企業における管理会計の導入効果と管理会計教育の在り方にする考察―栃木県内の運送業者の管理会計導入と実践を通して― by 薄井 浩信
























 本論文は第 1 章「序論」、第 2 章「管理会計の定義と先行研究のレビュー」、第 3 章
「アンケート調査に基づく考察」第 4 章「高等学校における管理会計教育の変遷」、第 5
章「学部と大学院における管理会計教育の現状と課題」、第 6 章「本論文の結論」の 6 章
から構成される。 









 第 3 章では、栃木県における運送業者を対象に管理会計の導入および活用に関するア
ンケート調査を実施し、そこから得られたデータの分析が行われている。栃木県における
運送業者 430 社に郵便質問票によるアンケート調査を行い、回答のあった 91 社のアンケ
ート結果を基礎データとし、単純集計、クロス集計表、カイ二乗検定、因子分析、重回帰
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 第 5 章は、大学の学部と大学院における管理会計教育についてシラバスや教育内容に
ついて比較検討を行い、大学の学部と大学院における管理会計教育の課題について検討し
ている。 
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の導入と実践を明らかにした研究として評価することができる。また、昨今、郵便質問票に
よるアンケート調査が難しくなる中で質問票を回収し単純集計にとどまらず、クロス集計
表、カイ二乗検定、因子分析、重回帰分析などの統計的手法、テキストマイニングによる高
等学校学習指導要領の分析など独自性の高い分析に取り組んだ点も評価することができる。 
 一方、学術論文としては幾つかの問題点を内包している。まず内容面について、本論文は
２つの仮説を検証することで管理会計の導入と実践の効果について明確にするとともに管
理会計教育の必要性を論じている。ただし第一の仮説については論理の飛躍があることは
否めない。すなわち管理会計を活用している企業であっても適切に活用できていなければ
財務数値の成果に結びつかない可能性は当然に考えられる。また財務数値は企業の外的要
因にも左右されることからアンケート調査に回答した企業の主張と単年度の財務数値によ
って、財務指標の数値が高水準であることをもって財務数値の水準と管理会計の活用を安
易に結びつけることはできないと考えられる。 
 また第二の仮説に関連することとして、高等教育機関（高等学校）における管理会計教育
の課題について論じることを本研究の目的の１つとしているが、本論文ではアンケート調
査の分析が中心に議論されており、その分析と管理会計教育との関係がはっきりしていな
い。そのためアンケート分析と管理会計教育の分析とのトータルな研究目的をはっきりと
示し論じるが必要である。さらに本論文は中小企業に限定した調査および分析のため、そこ
から管理会計教育のあり方に関する適切な意見をどこまで引き出せるかという問題も存在
している。 
 つぎに本論文ではアンケート調査の結果に基づき、様々な視点から統計解析を行ってお
り、先行研究にない独創性が認められるが、本研究における因子分析、重回帰分析といった
多変量解析の重要性が明示されていない。そのため先行研究のレビューを通して、本論文の
分析枠組みを明確に提示し説明する必要がある。また統計分析の表記だけで終わっている
部分があるため、統計分析の結果に対するより厳密な考察を加える必要がある。 
 論文の形式面では、まず先行研究レビュー部分の引用方法について改善が必要である。ま
た論文内における誤字脱字が散見されるため修正を行うとともに、図表の作成方法を改善
し、論文全体の体裁を整える必要がある。 
 
〈審査結果〉 
 本論文には更なる分析・検討を要する項目が残されているが、本研究テーマには一定の学
問上の意義が認められ、また独自の分析に基づき管理会計研究の領域において新たな知見
や展望を示す学術論文として高く評価することができる。審査委員会は、口頭試問で指摘さ
れた内容の修正を所定の期日までに行うことを条件に、薄井浩信氏に博士（経営学）の学位
を授与することが妥当であると判断した。 
